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*******************************************************************************  

新型コロナ対応を支えるバックオフィス部門が DXをけん引 

～アフターコロナのバックオフィス業務に関する読者調査～ 

******************************************************************************* 

https://corp.itmedia.co.jp/pr/releases/2020/06/30/ibo_covid19/ 

 

アイティメディア株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：大槻利樹）は、新型コロナ

ウイルスの感染拡大に伴い、事業継続のために大きな役割を担うバックオフィス部門に注目し、

ITmedia ビジネスオンラインの読者を対象に「アフターコロナのバックオフィス業務に関する読者

調査」（N=423）を実施しました。調査結果からはバックオフィス部門が、自らは全社の基盤として

会社を支えながら、書類やハンコなどのリモートワークの阻害要因、コミュニケーションにおける

支障などの課題の解消に挑み、全社の業務環境の改革、デジタル・トランスフォーメーション

（DX）を率先する姿が明らかになっています。 

 

 

 

  

勤務日は毎日

（5～6回）

23.2%

週に半分以上

（3～4回）

27.1%

週に半分未満

（1～2回）

24.2%

実施していない

25.6%

グラフ 1. バックオフィス業務担当者のテレワーク実施状況（n=207） 

https://corp.itmedia.co.jp/pr/releases/2020/06/30/ibo_covid19/


 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

グラフ 3. 解決・改善のために導入を予定・検討しているツール（n=76） 

グラフ 2. バックオフィス業務で支障が出ている要素（n=76） 



 

 

 

 

 

 

  

 

■調査結果の概要 

今回の調査では、ITmedia ビジネスオンラインの読者 423 名から回答を得て、そのうちバックオ

フィス業務を担当する 207 名の回答を中心に集計を行っています。 

バックオフィス業務担当者の 74.4％がテレワークを実施していました。全回答者を対象とした設

問においては、テレワークを実施した企業の割合は 90.4％であることから、バックオフィス業務の

担当者はその中では出社を要することが多いと言えます。 

テレワークをはじめとした新型コロナウイルスの感染予防対策の影響で支障が出ている業務内

容としては、「決裁（稟議）業務」、「契約業務」、「決算・出納業務」といった紙ベースの業務と、電

話対応も含めた外部とのコミュニケーションの課題が多く挙げられました。特に紙ベースの業務

については、業務部門がテレワークを行う一方でバックオフィス部門は一定の出社を要するとい

う偏りを生む要因にもなっているようです。 

そうした業務の改善のため、「ビデオ会議システム」、「リモートアクセスサービス」、「ワークフロー

システム」、「電子契約」等のソリューションに注目が高まっており、41.7％は「以前と比べて、投資

額を増やしたい」と回答しています。 

グラフ 4. ツールへの投資意欲（n=50） 



 

 

 

テレワークをはじめとした新型コロナウイルスの感染予防対策のイニシアティブはバックオフィス

部門が握ることが多く、新しい時代に対応した全社の業務環境を早急に整えるために、意欲的

に取り組む姿勢が見受けられます。 

 

本調査を企画した、ITmedia ビジネスオンライン編集部 片渕 陽平 は、今回の調査結果につ

いて下記のように分析しています。 

紙ベースの決裁・契約・決算業務をはじめ、定常的な業務に忙殺される──これまでそんな

苦しい状況だったバックオフィスの環境が、アフターコロナの時代には大きく変わりそうです。

今回の調査では、バックオフィス業務の効率化のために、IT ツールを積極的に導入しようとす

る動きが浮き彫りになりました。 

 

調査結果によると、バックオフィス業務に携わる 41.7％が、IT ツールへの投資額を「増やした

い」と回答。バックオフィス業務に関与しない人も含んだ、読者全体の場合（35.3％）を上回る

結果となりました。 

 

従来は、直接的に利益を生み出す業務部門への投資を優先させ、バックオフィスへの投資を

後回しにしている企業も少なくなかったと思われます。コロナ禍を経て、こうした状況が変わる

予感がしています。 

 

そうした中、ITmedia ビジネスオンラインでは「攻める総務

（https://www.itmedia.co.jp/business/subtop/soumu/）」「戦略人事の時代

（https://www.itmedia.co.jp/business/subtop/jinji/）」という、バックオフィス業務に携わる方々

のためのコーナーをオープンしました。 

 

また、2020 年 9 月にはWeb セミナー「テレワークを阻む壁：決済・契約業務もペーパーレス化 

完全テレワークを実現する処方箋」の開催も予定しております。 

 

バックオフィス業務に携わる方々が IT ツールを巧みに使い、自身の定常業務を効率化しなが

ら、会社全体の業務環境の改善、社内でDX をけん引していくにはどうすべきか、今回の調査

結果も生かしながらヒントをお伝えしていきます。 

 

＜コンテンツ例＞ 

・ハンコ出社も分厚い参考書も不要になる？ 「ひとり総務」の法務業務を変える、リーガルテ

ックの最前線 

https://www.itmedia.co.jp/business/articles/2006/29/news006.html  

 

https://www.itmedia.co.jp/business/subtop/soumu/
https://www.itmedia.co.jp/business/subtop/jinji/
https://www.itmedia.co.jp/business/articles/2006/29/news006.html


 

 

 

・株主総会のオンライン化、立ちはだかる“法律の壁” 先駆者・富士ソフトの挑戦記 

https://www.itmedia.co.jp/business/articles/2006/11/news014.html  

 

・エントリシートの評価が大変→AI 導入で「作業時間 75％削減」 ソフトバンクの攻める採用活

動 

https://www.itmedia.co.jp/business/articles/2006/24/news018.html  

 

今回の新型コロナウイルス禍に対し、当社はオンライン専業、テクノロジー専門のメディア企業として

の社会的な責任として、継続的な情報発信に取り組むとともに、バーチャルイベントなどインターネッ

トを活用した新しい情報収集／マーケティングの手法をご提案することで、貢献を図ってまいります。 

以上 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

＜本件に関するお問い合わせ＞ 

アイティメディア株式会社 広報担当 

電話：03-6893-2189 Email：pr@sml.itmedia.co.jp 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

 

■「ITmedia ビジネスオンライン」（URL： http://www.itmedia.co.jp/business/ ）について 

「ITmedia ビジネスオンライン」の主要読者は、IT やビジネスへの情報感度が高く、ビジネスの

飛躍を担う“アクションリーダー”です。フラット化と権限委譲が進む組織で、プロジェクトやチーム

を率いるリーダーたち。彼らは常に、問題解決を通じて飛躍をうかがっています。彼らが起こすア

クションがビジネスを変え、企業を変え、ルールをチェンジし、ひいては日本の経済・社会にイン

パクトを及ぼしていくでしょう。 

 

ITmedia ビジネスオンラインでは、企業の環境変化に直面し、自らアクションを起こしていくビジ

ネスパーソンがキャッチすべき業界・経済動向、課題解決のヒントを提供します。また総務向け、

人事向けなど「職種」特化、働き方改革など「課題」フォーカスの“専門誌”を擁し、各職種・分野

でのデジタル活用の可能性も探っていきます。 

 

■アイティメディア株式会社について   https://corp.itmedia.co.jp/ 

テクノロジー関連分野を中心とした情報やサービスを提供する、インターネット専業のメディア企

業。月間約 3,500 万ユニークブラウザで利用されています。IT 総合情報ポータル「ITmedia

（  https://www.itmedia.co.jp/ ）」、企業向け IT 製品の総合サイト「キーマンズネット

（ https://www.keyman.or.jp/ ）」、IT エキスパートのための問題解決メディア「＠IT（アットマ

ーク・アイティ、 https://www.atmarkit.co.jp/ ）」をはじめ、ターゲット別に数多くのウェブサイト

を運営。IT とその隣接領域を中心に、各分野の専門的なコンテンツをいち早く提供します。 

[東証第一部、証券コード：2148] 
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